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正会員の財務状況等に関する届出書 
 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第10条第１項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１ 委託会社等の概況 

a. 資本金の額（2019年２月末現在） 

資本金の額      １億円 

発行可能株式総数 500,000株 

発行済株式総数  169,000株 

（最近５年間における資本金の額の増減） 

2014年４月18日に２億5,000万円の増資 

2014年８月１日に２億5,000万円の減資 

2016年７月26日に２億5,000万円の増資 

2016年11月30日に２億5,000万円の減資 

2018年11月21日に４億円の増資 

2018年12月27日に４億円の減資 

 

b. 委託会社等の機構（2019年２月末現在） 

（１）委託会社の機構 

会社の意思決定機関として取締役会を設置しています。取締役会は、株主総会において選任された３名

以上の取締役（各取締役の任期は選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までです。）から構成され、法令または定款に定める事項の他、業務執行に関する重要

事項を決定します。取締役会は、原則として代表取締役が招集し、議長となります。代表取締役に事故

あるときは、取締役会が予め定めた順序に従い、他の取締役がこれに代わります。取締役会の決議は、

原則として、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、その出席取締役の過半数によって行

います。 
また、取締役会が決定した会社の経営方針を執行するために必要となる重要な事項についての審議及び

意思決定を的確に行うことにより効果的な経営の推進を図ることを目的として、経営委員会を設置して

います。 

（２）投資運用の意思決定機構 

1. 委託会社の運用体制 

・運用部門 

運用計画の策定、運用の意思決定、取引の執行、市場動向、ポートフォリオ、運用ガイドライン等

のモニタリングを行います。 

・運用委員会 

原則として月１回及び随時に開催し、投資環境や投資行動についての報告を行います。また、投資



運用活動に関する協議を行い、関連する重要な情報を委員会で共有し、それによって当社の投資運

用に関わる業務を効果的に推進します。 

・リスク管理委員会 

原則として月１回及び随時に開催し、運用パフォーマンスと投資リスクの状況及び約款・投資ガイ

ドラインの遵守状況等の報告を行います。また、投資リスク及びオペレーショナル・リスクなどに

関する協議を行い、また関連する重要な情報を委員会で共有し、それによって当社の日常業務にお

けるリスク管理を効果的に推進します。 

・法務・コンプライアンス及びリスク管理部門 

取引内容の法令遵守状況の確認を行い、必要に応じて指導、勧告を行うとともに内部管理委員会等

に報告を行います。また、法令遵守状況の監視及び定期的な確認、法令及びコンプライアンスに関

する情報の役職員への提供、研修の実施等を行います。 

・内部管理委員会 
原則として月１回及び随時に開催し、各部署における自主検査の実施状況及び結果の報告、独立し

た専任部署による投資リスク、オペレーショナル・リスク、コンプライアンス・リスクなどの管理

状況の確認を行います。あわせて当社における内部管理態勢、法令等遵守態勢及びリスク管理態勢

の整備を確実なものとするために必要な協議と情報共有を迅速かつ効果的に行います。 

2. 運用の意思決定プロセス 

① 運用部門が独自に行う調査及びＢＮＰパリバグループの資産運用部門が提供する内外の経済情勢及

び個別企業の分析情報に基づき、運用部門において投資環境（内外経済・産業動向・株式及び債券

市場・為替市場等）の分析を行います。 

② 運用部門のファンド・マネジャーは、以上の分析結果をふまえ、各ファンドの運用の基本方針にし

たがって具体的な投資方針を決定し、その投資方針に基づく具体的な運用戦略や投資計画を作成し

実際の投資行動を行います。 

③ 運用を外部に委託するファンドにおいては、原則として、委託先が約款上の運用の基本方針にした

がって独自に運用戦略や投資計画を作成し運用の指図を行います。 
④ 運用内容やファンド・マネジャーの投資行動のチェックは、運用部門から独立した管理部門のス

タッフがこれを担当し、運用部門へのフィードバック及び担当取締役への報告を行うことにより、

質の高い運用体制を維持できるように努めます。 

 

２ 事業の内容及び営業の概況 

委託会社は、投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定

を行うとともに、金融商品取引法に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っていま

す。また金融商品取引法に定める投資助言・代理業務及び第二種金融商品取引業務を行っています。 

委託会社が運用するファンドの本数及び純資産総額合計額は以下の通りです。（2019年２月末現在） 

種類 ファンド数（本） 純資産総額合計額(単位：億円) 

追加型株式投資信託 28 2,218 

追加型公社債投資信託 0 0 

単位型株式投資信託 6 347 

単位型公社債投資信託 3 2 

合計 37 2,568 

※純資産総額合計額の金額については、億円未満の端数を切り捨てして記載しており、表中の個々の金

額と合計欄の金額は一致しないことがあります。  

 

３ 委託会社等の経理状況 

1. 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第2条の規定により、「金融商品取引業等に関する

内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。 
 

 財務諸表の金額については、千円未満を切り捨てて記載しております。 
 

2. 当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第21期事業年度（2018年１月１日から2018

年12月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。



（１）【貸借対照表】 

期別 
第20期 

（2017年12月31日現在） 

第21期 

（2018年12月31日現在） 

資産の部 

科 目 
注記 

番号 
内訳 金額 内訳 金額 

  千円 千円 千円 千円

流動資産   

預金 ＊１ 899,569  963,987

前払費用  6,619  5,803

未収委託者報酬  347,529  262,888

未収運用受託報酬  133,177  122,500

未収収益  212,728  137,405

未収入金  4,398  5,486

未収消費税等  -  11,239

立替金  -  258

流動資産計  1,604,022  1,509,569

   

固定資産   

投資その他の資産  13,538  13,317

長期差入保証金  7,538 7,317 

その他  6,000 6,000 

固定資産計  13,538  13,317

資産合計  1,617,560  1,522,887

  



期別 
第20期 

（2017年12月31日現在） 

第21期 

（2018年12月31日現在） 

負債の部 

科目 
注記 

番号 
内訳 金額 内訳 金額 

  千円 千円 千円 千円

流動負債   

預り金  18,346  21,990

未払金  366,244  371,969

未払手数料  75,196 56,009 

未払委託調査費  192,152 138,900 

その他未払金  98,895 177,059 

未払費用  108,139  121,056

未払法人税等  18,641  -

賞与引当金  114,767  121,990

役員賞与引当金  32,158  17,404

流動負債計  658,297  654,410

固定負債   

退職給付引当金  220,737  226,274

役員退職慰労引当金  8,667  10,796

資産除去債務  105,136  68,236

固定負債計  334,541  305,307

負債合計  992,838  959,717

純資産の部 

科目 
注記 

番号 
内訳 金額 内訳 金額 

  千円 千円 千円 千円

株主資本   

資本金  100,000  100,000

資本剰余金  846,165  1,324,722

資本準備金  50,000 50,000 

その他資本剰余金  796,165 1,274,722 

利益剰余金  △321,443  △861,552

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  △321,443 △861,552 

株主資本合計  624,722  563,169

純資産合計  624,722  563,169

負債・純資産合計  1,617,560  1,522,887

  



（２）【損益計算書】 

期別  

第20期 

自2017年１月１日 

至2017年12月31日 

第21期 

自2018年１月１日 

至2018年12月31日 

科目 
注記 

番号 
内訳 金額 内訳 金額 

  千円 千円 千円 千円

営業収益   

委託者報酬  1,159,808  934,658

運用受託報酬  361,192  312,008

その他営業収益  728,121  489,510

営業収益計  2,249,122  1,736,178

   

営業費用   

支払手数料  365,682  275,559

広告宣伝費  308  227

調査費  501,938  458,746

調査研究費  35,350 27,501 

委託調査費  466,587 431,244 

委託計算費  103,101  76,749

営業雑経費  19,294  16,780

印刷費  15,420 12,901 

協会費  3,874 3,878 

営業費用計  990,325  828,063

   

一般管理費   

給料  785,053  788,640

役員報酬  35,499 39,830 

給料・手当  743,414 742,508 

賞与  6,139 6,301 

業務委託費  245,110  282,309

交際費  1,004  2,554

旅費交通費  23,400  16,264

租税公課  3,301  1,236

不動産賃借料  214,299  222,237

賞与引当金繰入額  111,178  114,460

役員賞与引当金繰入額  23,968  6,943

退職給付費用  51,592  53,804

役員退職慰労引当金繰入額  2,125  2,129

諸経費  151,004  157,211

一般管理費計  1,612,039  1,647,792

営業損失（△）  △353,242  △739,676

  



期別  

第20期 

自2017年１月１日 

至2017年12月31日 

第21期 

自2018年１月１日 

至2018年12月31日 

科目 
注記 

番号 
内訳 金額 内訳 金額 

  千円 千円 千円 千円

営業外収益   

受取利息  0  0

為替差益  -  1,529

雑益  4,244  1,904

営業外収益計  4,245  3,434

営業外費用   

株式交付費  -  2,800

為替差損  1,001  -

雑損失  -  265

営業外費用計  1,001  3,065

経常損失（△）  △349,999  △739,307

特別利益   

 受贈益 ＊１ 500,000  -

 資産除去債務履行差額  -  73,106

特別利益計  500,000  73,106

特別損失   

 割増退職金  15,200  29,627

 減損損失 ＊２ -  161,924

特別損失計  15,200  191,551

税引前当期純利益又は税引前

当期純損失（△） 
 134,800  △857,752

法人税、住民税及び事業税  18,641 3,800 

法人税等調整額  - 18,641 - 3,800

当期純利益又は当期純損失

（△） 
 116,159  △861,552

  



（３）【株主資本等変動計算書】 
 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

（単位：千円）

 

 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 資本準備

金 

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計 

その他利

益剰余金 利益剰余 

金合計 繰越利益

剰余金 

当期首残高   100,000 50,000 796,165 846,165 △437,603 △437,603 508,562   508,562

当期変動額   

当期純利益  116,159 116,159 116,159 116,159

当期変動額合計 - - - - 116,159 116,159 116,159 116,159

当期末残高 100,000 50,000 796,165 846,165 △321,443 △321,443 624,722 624,722 

 

 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

（単位：千円）

 

 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 資本準備

金 

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計 

その他利

益剰余金 利益剰余 

金合計 繰越利益

剰余金 

当期首残高 100,000 50,000 796,165 846,165 △321,443 △321,443 624,722 624,722

当期変動額   

新株の発行 400,000 400,000 400,000  800,000 800,000

減資 △400,000 400,000 400,000  - -

資本準備金の取崩  △400,000 400,000 -  - -

欠損填補  △321,443 △321,443 321,443 321,443 - -

当期純損失  △861,552 △861,552 △861,552 △861,552

当期変動額合計 - - 478,556 478,556 △540,108 △540,108 △61,552 △61,552

当期末残高 100,000 50,000 1,274,722 1,324,722 △861,552 △861,552 563,169 563,169

  



重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

その他有価証券 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 
  

２．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率等を、貸倒懸念債権等の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 
  

 (2) 賞与引当金 

 従業員への賞与支給に備えるため、支給見込み額のうち当事業年度

に負担すべき額を計上しております。 
  

 (3) 役員賞与引当金 

 役員への賞与支給に備えるため、支給見込み額のうち当事業年度に

負担すべき額を計上しております。 
  

 (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しております。退職給付引当金及び退職給付

費用の計算については、退職給付に係る当事業年度末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
  

 (5) 役員退職慰労引当金 

 役員への退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく当事業年度末要

支給額を計上しております。 
  

３．外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、事業年度末の直物為替相場により円換算

し、換算差額は損益として処理しております。 

  

４．その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  



追加情報 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

未適用の会計基準等 

・収益認識に関する会計基準 （企業会計基準第29号 2018年3月30日 企業会計基準委員会） 

・収益認識に関する会計基準の適用指針 （企業会計基準適用指針第30号 2018年3月30日 企業会

計基準委員会） 

(1) 概要 

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の5つのステップを適用し認識されま

す。 

ステップ1：顧客との契約を識別する 

ステップ2：契約における履行義務を識別する 

ステップ3：取引価格を算定する 

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する 

ステップ5：履行義務を充足する時又は充足するにつれて収益を認識する 

(2) 適用予定日 

適用時期については、現在検討中であります。 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

第20期 

（2017年12月31日現在） 

第21期 

（2018年12月31日現在） 

＊１ 関係会社項目 ＊１ 関係会社項目 

預金 892,530千円 預金 957,131千円

  



（損益計算書関係） 

第20期 

自2017年１月１日 

至2017年12月31日 

第21期 

自2018年１月１日 

至2018年12月31日 

＊１ 当社の親会社であるＢＮＰパリバ・アセッ

トマネジメント・ホールディングより、当

社の営業を支援する目的で現金の贈与を受

けたものであります。 

＊２ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 

用途 場所 種類 金額 

事務所 

設備 

東京都 

千代田区 

建物・ 

器具備品 161,924千円

 

（経緯） 

 上記資産につきまして、営業活動から生じる

キャッシュ・フローが継続してマイナスになって

いるため、帳簿価格全額を回収不能とし、減損損

失として特別損失に計上しております。その内訳

は、以下の通りであります。 

 

（減損損失の金額） 

 建物    158,988 千円 

 器具備品   2,935 千円 

 合計    161,924 千円 

   

（グルーピングの方法） 

 当社は投資信託委託・投資顧問業務等を営んで

おります。基本的に全ての資産が一体となって

キャッシュ・フローを生み出す為、本社事務所の

全資産を一つの単位としてグルーピングをしてお

ります。 

 

（回収可能価額の算定方法等） 

 当社の回収可能価額は使用価値を使用しており

ますが継続して営業活動から生じるキャッシュ・

フローがマイナスとなっているため、使用価値は

零として算定しております。 

  



（株主資本等変動計算書関係） 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株）

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 89,000 － － 89,000

２．配当に関する事項 該当事項はありません。 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株）

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 89,000 80,000 － 169,000

*1 普通株式の発行済株式の増加 80,000株は、2018年11月21日付のＢＮＰパリバ・アセットマネ

ジメント・ホールディングを割当先とするものであります。 

２．配当に関する事項 該当事項はありません。 

 

（リース取引関係） 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

オペレーティング・リース取引は次のとおりであ

ります。 

 

オペレーティング・リース取引は次のとおりであ

ります。 

 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものにかかる未経過リース料 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものにかかる未経過リース料 
  

(借主側) 

 

１年内 158,690千円

１年超 4,255千円

合 計 162,945千円

  

  

(借主側) 

 

１年内 86,736千円

１年超 - 

合 計 86,736千円

  

  



１．金融商品の状況に関する事項 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は主として、投資信託委託業者としての業務、投資一任業務及び投資助言・代理業を行って

おり、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未払手数料及び未払委託調査費はこれらの業務にかか

る債権債務であります。 

 当社は事業資金を自己資金により賄っており、一時的な余裕資金は安全性の高い金融商品で運用

しております。 

 デリバティブは利用しておりません。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

預金は大部分がグループ会社（ビー・エヌ・ピー・パリバ）に対するものであり、すべて高格付

けの金融機関に対する短期の預金であることから、リスクは僅少であります。 

 営業債権のうち、未収運用受託報酬、未収収益は、顧客の信用リスクに晒されております。ま

た、その一部には外貨建のものがあり為替変動リスクに晒されております。未収委託者報酬は、信

託財産の分別管理により担保されており、リスクは僅少であります。 

 営業債務である未払手数料及び未払委託調査費、並びにその他未払金及び未払費用は、そのほと

んどが１年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建のものがあり為替変動リスクに

晒されております。未払手数料及び未払委託調査費は、当社が受け取った報酬の中から支払われる

ものであり、流動性リスクは僅少であります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク 

 営業債権の信用リスクは、クライアント・アクセプタンス・コミッティーによる審査と営業部

によるモニタリングにより管理しております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク） 

 外貨建営業債権債務は、通貨別に状況を把握することにより為替変動リスクを管理しておりま

す。 

③ 流動性リスク 

 当社は余剰資金を預金のみで運用しております。随時資金繰表を更新し、運転資金の状況を把

握することにより流動性リスクを管理しております。 



２．金融商品の時価等に関する事項 

第20期 

（2017年12月31日現在） 

2017年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

    （単位：千円）

科  目 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

預金 899,569 899,569 －

未収委託者報酬 347,529 347,529 －

未収運用受託報酬 133,177 133,177 －

未収収益 212,728 212,728 －

資産計 1,593,004 1,593,004 －

未払手数料 75,196 75,196 －

未払委託調査費 192,152 192,152 －

その他未払金 98,895 98,895 －

未払費用 108,139 108,139 －

負債計 474,383 474,383 －
  

（注１）金融商品の時価の算定方法 

(1) 預金 

 預金はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(2) 未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収収益 

 これらの営業債権はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(3) 未払手数料、未払委託調査費 

 これらの営業債務はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(4) その他未払金、未払費用 

 これらの債務はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

（注２）金銭債権の償還予定額 
 

   （単位：千円）

 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

預金 899,569 － － －

未収委託者報酬 347,529 － － －

未収運用受託報酬 133,177 － － －

未収収益 212,728 － － －
  

  



１．金融商品の状況に関する事項 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は主として、投資信託委託業者としての業務、投資一任業務及び投資助言・代理業を行って

おり、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未払手数料及び未払委託調査費はこれらの業務にかか

る債権債務であります。 

 当社は事業資金を自己資金により賄っており、一時的な余裕資金は安全性の高い金融商品で運用

しております。 

 デリバティブは利用しておりません。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

預金は大部分がグループ会社（ビー・エヌ・ピー・パリバ）に対するものであり、すべて高格付

けの金融機関に対する短期の預金であることから、リスクは僅少であります。 

 営業債権のうち、未収運用受託報酬、未収収益は、顧客の信用リスクに晒されております。ま

た、その一部には外貨建のものがあり為替変動リスクに晒されております。未収委託者報酬は、信

託財産の分別管理により担保されており、リスクは僅少であります。 

 営業債務である未払手数料及び未払委託調査費、並びにその他未払金及び未払費用は、そのほと

んどが１年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建のものがあり為替変動リスクに

晒されております。未払手数料及び未払委託調査費は、当社が受け取った報酬の中から支払われる

ものであり、流動性リスクは僅少であります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク 

 営業債権の信用リスクは、ＢＮＰパリバ・アセットマネジメントグループの定める手続きに

則った審査と営業部によるモニタリングにより管理しております。 

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク） 

 外貨建営業債権債務は、通貨別に状況を把握することにより為替変動リスクを管理しておりま

す。 

③  流動性リスク 

 当社は余剰資金を預金のみで運用しております。随時資金繰表を更新し、運転資金の状況を把

握することにより流動性リスクを管理しております。 



２．金融商品の時価等に関する事項 

第21期 

（2018年12月31日現在） 

2018年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

    （単位：千円）

科  目 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

預金 963,987 963,987 －

未収委託者報酬 262,888 262,888 －

未収運用受託報酬 122,500 122,500 －

未収収益 137,405 137,405 －

資産計 1,486,782 1,486,782 －

未払手数料 56,009 56,009 －

未払委託調査費 138,900 138,900 －

その他未払金 177,059 177,059 －

未払費用 121,056 121,056 －

負債計 493,025 493,025 －
  

（注１）金融商品の時価の算定方法 

(1) 預金 

 預金はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(2) 未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収収益 

 これらの営業債権はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(3) 未払手数料、未払委託調査費 

 これらの営業債務はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(4) その他未払金、未払費用 

 これらの債務はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

（注２）金銭債権の償還予定額 
 

   （単位：千円）

 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

預金 963,987 － － －

未収委託者報酬 262,888 － － －

未収運用受託報酬 122,500 － － －

未収収益 137,405 － － －
  



（有価証券関係） 

第20期 

（2017年12月31日現在） 

第21期 

（2018年12月31日現在） 

重要性が低いため記載を省略しております。 重要性が低いため記載を省略しております。 

 

（デリバティブ取引関係） 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積

立型の確定給付制度として、キャッシュバランス

プランおよび確定拠出制度を採用しております。

なお、当社が有するキャッシュバランスプラン

は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

用を計算しております。 

 当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積

立型の確定給付制度として、キャッシュバランス

プランおよび確定拠出制度を採用しております。

なお、当社が有するキャッシュバランスプラン

は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

用を計算しております。 

  

２．簡便法を適用した確定給付制度 ２．簡便法を適用した確定給付制度 
  

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当 

  金の期首残高と期末残高の調整表 

  退職給付引当金の期首残高 282,700千円

   退職給付費用 21,847千円

   退職給付の支払額 △83,810千円

      その他未払金への振替額 －

  退職給付引当金の期末残高 220,737千円

 

(2) 退職給付費用 

  簡便法で計算した退職給付

費用 
21,847千円

  

  

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当 

  金の期首残高と期末残高の調整表 

  退職給付引当金の期首残高 220,737千円

   退職給付費用 23,126千円

   退職給付の支払額 △10,745千円

      その他未払金への振替額 △6,843千円

  退職給付引当金の期末残高 226,274千円

 

(2) 退職給付費用 

  簡便法で計算した退職給付

費用 
23,126千円

  

  

３．確定拠出制度 ３．確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、29,745

千円でありました。 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、30,230

千円でありました。 



（税効果会計関係） 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳 
  

（単位：千円）

繰延税金資産 

 退職給付引当金 76,353

  役員退職慰労引当金 2,998

 賞与引当金 40,260

 未払金 37,162

 未払費用 35,614

 その他 72,524

 繰越欠損金 1,929,548

繰延税金資産小計 2,194,461

 評価性引当額 △2,194,461

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債 －

繰延税金資産(負債)の純額 －

 

  

 

（単位：千円）

繰延税金資産 

 退職給付引当金 80,261

  役員退職慰労引当金 3,735

 賞与引当金 42,208

 未払金 39,937

 未払費用 34,142

 その他 65,775

 繰越欠損金 1,829,776

繰延税金資産小計 2,095,834

 評価性引当額 △2,095,834

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債 －

繰延税金資産(負債)の純額 －

 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳 

法定実効税率 34.81％

（調整） 

住民税均等割 2.82％

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
6.65％

繰越欠損金の期限切れ 425.91％

評価性引当額の増減額 △453.42％

その他 △2.95％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 13.83％

当事業年度は税引前当期純損失を計上している

ため、差異の原因についての記載を省略しており

ます。 

  



（資産除去債務関係） 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているも

の 

 

1. 当該資産除去債務の概要 

当社事業所の定期建物賃貸借契約に伴う原状

回復義務等であります。 

 

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を15年(建物付属設備の減価償却

期間)と見積もり、割引率は当該減価償却期間

に見合う国債の流通利回り0.94%から1.48%を

使用して、資産除去債務の金額を計算してお

ります。 

 

3. 当事業年度における当該資産除去債務の総額

の増減 

 

期首残高 103,910千円 

時の経過による調整額 1,226千円 

期末残高 105,136千円 
 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているも

の 

 

1. 当該資産除去債務の概要 

当社事業所の貸室定期転貸借契約に伴う原状

回復義務等であります。 

 

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を5年(原賃貸借契約期間)と見積

もり、割引計算による金額の重要性が乏しい

ことから、割引前の見積額を計上しておりま

す。 

 

3. 当事業年度における当該資産除去債務の総額

の増減 

 

期首残高 105,136千円 

時の経過による調整額 1,241千円 

資産除去債務の履行によ

る減少額 

△106,377千円 

有形固定資産の取得に伴

う増加額 

68,236千円 

期末残高 68,236千円 

 

 



（セグメント情報等） 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

（セグメント情報） 

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（関連情報） 

１．製品及びサービスごとの情報                      （単位：千円） 

 投資信託業 投資顧問業 その他 合計 

外部顧客への営業

収益 
1,159,808 361,192 728,121 2,249,122

２．地域ごとの情報 

(1) 営業収益                              （単位：千円） 

日本 ルクセンブルク オランダ その他 合計 

1,337,132 338,926 286,971 286,092 2,249,122 

（注）投資信託業の営業収益に関しては販売拠点、投資顧問業とその他の営業収益については契約先

所在地を基に記載しております。 

(2) 有形固定資産 

 該当事項はありません。 

３．主要な顧客ごとの情報                         （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名 

ヘッジファンド・リターン・ 

ターゲットファンド・為替ヘッ

ジあり（適格機関投資家専用） 

357,556 なし 

ＢＮＰパリバ・アセットマネジ
メント・ルクセンブルク 

338,926 なし 

ＢＮＰパリバ・アセットマネジ
メント・ネーデルラントN.V.  

286,971 なし 

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報） 

該当事項はありません。 

 

 

（報告セグメントごとののれんの償却額および未償却残高に関する情報） 

該当事項はありません。 

 

 

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報） 

該当事項はありません。 

 

 

  



第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

（セグメント情報） 

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（関連情報） 

１．製品及びサービスごとの情報                      （単位：千円） 

 投資信託業 投資顧問業 その他 合計 

外部顧客への営業

収益 
934,658 312,008 489,510 1,736,178

２．地域ごとの情報 

(1) 営業収益                              （単位：千円） 

日本 ルクセンブルク オランダ その他 合計 

1,087,151 269,893 229,453 149,680 1,736,178 

（注）投資信託業の営業収益に関しては販売拠点、投資顧問業とその他の営業収益については契約先

所在地を基に記載しております。 

(2) 有形固定資産 

 該当事項はありません。 

３．主要な顧客ごとの情報                         （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名 

ヘッジファンド・リターン・

ターゲットファンド・為替ヘッ

ジあり（適格機関投資家専用） 

313,718 なし 

ＢＮＰパリバ・アセットマネジ
メント・ルクセンブルク 

269,893 なし 

ＢＮＰパリバ・アセットマネジ
メント・ネーデルラントN.V. 

229,453 なし 

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報） 

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報） 

該当事項はありません。 

 

 

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報） 

該当事項はありません。 

 

 



（関連当事者関係） 

１．関連当事者との取引 

第20期（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金 
又は 
出資金 

事業の
内容

議決権等
の被所有
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

親会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ホール
ディング 

パリ、 
フランス
共和国 

23百万 
ユーロ 

持株会
社 

直接 
100％

現金の贈与 
受贈益
（注1）

500,000 － －

 

(2) 兄弟会社等 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金 
又は 
出資金 

事業の
内容

議決権等
の被所有
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

親会社 
の子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ネーデル
ラントN.V. 

アムステ
ルダム、 
オランダ 
王国 

225千 
ユーロ 

資産
運用業

無し 
運用再委託契約
の締結 

その他
営業収
益の受入

286,971 未収収益 71,492

親会社 
の子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ルクセン
ブルク 

ルクセン
ブルク、 
ルクセン
ブルク大
公国 

3百万 
ユーロ 

資産
運用業

無し 

 
運用再委託契約
の締結 

 
その他
営業収
益の受入

 
145,057 

 
未収収益 29,700

運用受託契約の
締結 
 

運用受託
報酬の
受入 
 

183,869 
 

未収運用
受託報酬
 

48,150

親会社 
の子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・フランス 

パリ、 
フランス
共和国 

120百万 
ユーロ 

資産
運用業

無し 

 
運用再委託契約
の締結 

 
その他
営業収益
の受入

 
116,636 

 
未収収益 97,947

業務委託契約の
締結 
 

業務委託
費の支払

 

63,997 
 
未払費用
 

22,061

親会社 
の子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ベルギー 

ブリュッ
セル、 
ベルギー
王国 

54百万 
ユーロ 

資産
運用業

無し 
業務委託契約の
締結 

業務委託
費の支払

105,832 未払費用 29,923

親会社 
の子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメント 
USA インク 

ニュー
ヨーク、 
アメリカ
合衆国 

64百万 
ドル 

資産
運用業

無し 
運用再委託契約
の締結 

委託調査
費の支払

36,854 
未払委託
調査費

25,671



親会社 
の子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ブラジル 
LTDA 

サンパウ
ロ、ブラ
ジル連邦
共和国 

15百万 
レアル 

資産
運用業

無し 
運用再委託契約
の締結 

委託調査
費の支払

59,781 
未払委託
調査費

37,683

親会社 
の子会社 

カーディフ・
アシュアラン
ス・ヴィ 

パリ、 
フランス
共和国 

719百万 
ユーロ 

生命保
険業

無し 
運用受託契約の
締結 

運用受託
報酬の
受入 
 

35,280 
未収運用
受託報酬

19,381

 

第21期（自 2018年１月１日 至 2018年12月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金 
又は 
出資金 

事業の
内容

議決権等
の被所有
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

親会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ホール
ディング 

パリ、 
フランス
共和国 

23百万
ユーロ 

持株会
社 

直接100% 増資の引受 
増資 

（注2）
800,000 － －

 

(2) 兄弟会社等 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金 
又は 
出資金 

事業の
内容

議決権等
の被所有
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

親会社の
子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ネーデル
ラントN.V. 

アムステ
ルダム、
オランダ
王国 

225千
ユーロ 

資産運
用業

無し 
運用再委託契約
の締結 

その他
営業収益
の受入

229,453 未収収益 54,062

親会社の
子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ルクセン
ブルク 

ルクセン
ブルク、
ルクセン
ブルク大
公国 

3百万
ユーロ 

資産運
用業

無し 

 
運用再委託契約
の締結 

 
その他
営業収益
の受入

 
100,376 

 
未収収益 34,651

運用受託契約の
締結 
 

運用受託
報酬の
受入 
 

159,516 
 

未収運用
受託報酬
 

34,212

親会社の
子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・フランス 

パリ、 
フランス
共和国 

120百万
ユーロ 

資産運
用業

無し 

 
運用再委託契約
の締結 

 
その他
営業収益
の受入

 
96,902 

 
未収収益 21,410

業務委託契約の
締結 
 

業務委託
費の支払

 

101,771 
 
未払費用

 
37,076



親会社の
子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ベルギー 

ブリュッ
セル、 
ベルギー
王国 

54百万
ユーロ 

資産運
用業

無し 
業務委託契約の
締結 

業務委託
費の支払

118,498 未払費用 33,558

親会社の
子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメント 
USA インク 

ニュー
ヨーク、
アメリカ
合衆国 

64百万
ドル 

資産運
用業

無し 
運用再委託契約
の締結 

委託調査
費の支払

51,152 
未払委託
調査費

27,348

親会社の
子会社 

ＢＮＰパリ
バ・アセット
マネジメン
ト・ブラジル 
LTDA 

サンパウ
ロ、ブラ
ジル連邦
共和国 

15百万
レアル 

資産運
用業

無し 
運用再委託契約
の締結 

委託調査
費の支払

46,962 
未払委託
調査費

5,753

親会社の
子会社 

カーディフ 
生命保険株式
会社 

東京都 
渋谷区 

206億円 
生命保
険業

無し 
運用受託契約の
締結 

運用受託
報酬の
受入 

36,560 
未収運用
受託報酬

20,299

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）当社の営業を支援する目的で現金の贈与を受けたものであります。 

（注２）当社の行った株主割当増資を１株当たり10,000円で引き受けたものであります。 

（注３）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注４）国内取引については、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。海外取引については、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

 

２．親会社に関する情報 

(1) 親会社情報 

ＢＮＰパリバ・アセットマネジメント・ホールディング （非上場） 

ビー・エヌ・ピー・パリバ（ユーロネクスト・パリに上場） 
  



（１株当たり情報） 

第20期 

自 2017年１月１日 

至 2017年12月31日 

第21期 

自 2018年１月１日 

至 2018年12月31日 

・１株当たり純資産 7,019円 ・１株当たり純資産 3,332円 

・１株当たり当期純利益 1,305円 ・１株当たり当期純損失 8,792円 

    

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純損失の算定上の基礎 

当期純利益 116,159千円 当期純損失 861,552千円 

普通株主に帰属しない金額 － 普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る当期純利益 116,159千円 普通株式に係る当期純損失 861,552千円 

期中平均株式数・普通株式 89,000株 期中平均株式数・普通株式 97,986株 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、希薄化効果を有している潜在株式

を発行していないため記載しておりません。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金

額については、希薄化効果を有している潜在株式

を発行していないため記載しておりません。 

 

  



  独立監査人の監査報告書   
  
    2019年3月11日

ＢＮＰパリバ・アセットマネジメント株式会社   
  
  取締役会 御中   
  
  有限責任監査法人 トーマツ  
  

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 山田 信之  印 

  

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 正田  誠  印 

  
  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＢＮＰパリバ・アセットマネジメント株式会社の2018年1月1日から2018年12月31日までの第21期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記につい

て監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＢＮＰ

パリバ・アセットマネジメント株式会社の2018年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

  

（注）１．上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
   



公開日    ２０１９年４月 １日 

作成基準日  ２０１９年３月１１日 

 

本店所在地  東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 

お問い合わせ先     法務・コンプライアンス部 
 


